
ドイツにおけるプロセス原価計算の展開

　　　　一アメリカの活動別原価計算の導入と

　　　限界計画原価計算派からの批判の検討一

尾　畑　　裕

　　　　　　　　　　　　　　　　1序

　1980年代の後半から，本来の製造活動以外の活動の増加，それから生ずる

問接費の増加という経営構造・原価構造の変化を背景に，活動別原価計算

（activity・basedcosting）と呼ばれる新しい原価計算が，アメリカにおいて，

キャプラン（Kap1an，R．S一）やクーパー（Cooper，R．）を中心に展開されて

きた．活動別原価計算のアイデアは，フィーノレド・スタディーから析出され

たものであった．活動別原価計算は，アメリカにおいて，直接原価計算をも

含めた伝統的な製品原価計算システムにたいするきぴしい批判と結びついて

展開され，伝統的な管理会計学老との問で，激しい論争にまで発展した．

　それでは，活動別原価計算は，ドイツではどのように展開されているので

あろうか．ドイツの場合には，限界計画原価計算（Grenzplankostenrech．

mng）という原価発生の因果関係を重視する精綴な原価計算シそテムが存在

していた．この限界計画原価計釦は…O年代初頭から，プラウ／（・1、、。，

H－G．）という経営コンサノレタントにより笑務に広められた．1966年にプラ

ウトはコンサノレタント会杜die　Organisation　Plaut　Untemehmensberatmg

を設立した．その後，標準ソフトウェアーの開発も手がけ，今日までに300

以上の会杜に限界原価計算を導入したという（Ki1ger，1988，S．．86）．

　このような状況のもとに，活動別原価計算をドイツに導入するにあたり，

ホルヴ7ツト（Horv看th，P。），マイヤー（Mayer，R．）らは，プロセス原価計

算（・・…B…t・・・…m・・）という独自ら形態の原価計算を発展させた．
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しかし，プロセス原価計算の提唱は，隈界計画原価計算派との間に，論争を

引き起こした．

　本稿では，まず初めに，プロセス原価計算と対立関係にある限界計画原価

計算をよく理解するために，ドイツにおいて，限界計画原価計算がどのよう

に発展してきたかを概観する．そして，そのような限界計画原価計算の存在

が，活動別原価計算をプロセス原価計算として受け入れる過程にどのような

影響を与えたか，プロセス原価計算の手続はどのようなものかを検討する．

続いて，プロセス原価計算派の主張と限界計画原価計算派の主張とを整理し・

その上でドイツにおけるプロセス原価計算を評価してみたい．

　　　　　　　2　ドイツにおける限界計画原価計算の発展

　（1）　ドイツの限界計画原価計算の特質

　限界計画原価計算は，正確には，r限界計画原価計算および補償貢献額計

算」（Grenzplankosten－undDeckungsbeitra重srechnung）とよばれ，原価計

画，原価統制に役立つのみならず，最適製造方法の決定や最適セールスミッ

クスの決定などの短期の意思決定に役立つ情報を提供する原価計算システム

である．限界計画原価計算は，アメリカでいう直接標準原価計算に相当する

が，アメリカで展開されている直接標準原価計算と比べると，生産量以外の

原価作用因を配賦基準として組み込むなど，原価発生における因果関係をヨ

リ重視した精級な原価計算システムであるといえる．たとえば，原価計画に

あたり，原価部門ごとに，関連変数（Bezugs酊OBe）とよばれるその部門の

原価を予定する変数を選び，その変数を基準として，比例費と固定費への原

価分解を行う．そのさい，部門のアウトプヅトが異質なものであり，ひとつ

の変数では，原価の発生を正しく予測できない場合には，加工時間と段取時

間というように，1つの部門に2つ以上の変数を導入することもある．

　　（2）　限界計画原価計算の生成

　　ドイツにおける限界計画原価計算の理論的な基礎となる思考は，すでにシ

　ュマーレンバッハ（Sc㎞alenbach，E）によって築かれていたが，それは，
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実務上，普及しなかった．その後，シュマーレンバッハの思考を受け継ぎ，

1940年代にノレンメノレ（Rmme1，K．）は，ブロヅク原価計算（B1ockkosten－

rechnmg）を提唱したが，これも実務上普及しなかった．シュマーレンバッハ

やルンメノレの部分原価計算が実務上受け入れられなかったのは，隈界原価計

算に必要な原価の固変分解を部門ごとの原価計画の一環として行わず，実際

原価計算として行おうとしたからであるとキノレガーは指摘している（Ki1ger，

1988，S．86）．全部原価に基づく計画原価計算が，間違った意思決定に導く危

険性を認識したプラウトというコンサノレタントが，1950年代の初頭に，すで

に存在していた全部原価に基づく弾力的計画原価計算を限界計画原価計算へ

と発展させた．

　（3）　キルガーによる限界計画原価計算の生産・原価理論的基礎づけ

　その後，プラウトの提唱する限界計画原価計算は，．キノレガーにより，生

産・原価理論的基礎が与えられた．キノレガーは，グーテンベルク（Guten－

berg，E）の生産・原価理論を発展させ，それをもとに，限界計画原価計算の

理論的基礎を築いた（Ki1ger，1976，S．670ff．）．キノレガーは，プラウトとと

もに精力的に限界計画原価計算の発展に努力し，r弾力的計画原価計算と補

償貢献額計算」という非常に分厚い標準的なテキストを執筆し，限界計画原

価計算の普及に貢献した．この本は，キノレガーが1986年に死去する直前ま

で，改定され，現在9版が出版されている（Ki1ger．1988）．

　（4）部分計算にたいする実務家の低抗の克服

　シュマーレンバッハの時代にもそうであったように，1950年代において

も，部分原価計算にたいする実務家の低抗は大きかった．また，税法の規定

が，部分原価計算の普及に障害となった．そこで，プラウトらは，限界原価

のみを製品に集計するのみならず，それと平行して，固定費をも変動費の割

合に従って，製品に配賦するシステムを作り，それを標準ソフトウェアーに

組み込んだ．これは，部分原価計算にたいする実務家の低抗を克服するのに

役立った．

　（5）　限界計画原価計算の拡大
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　限界計画原価計算は，いろいろな段階で，さまざまな理論を付け加えて，

今日の成熟した姿になった．アクテ（Agthe，K）やメレロヴィッツ（Melle－

rowicz，K）の固定費の段階的補償計算の理論が付け加わり，ザイヒト

（Seicht，G）の固定費を除去可能性に応じて区別する方法が取り入れられた．

この方法は，のちにキノレガーによりさらに発展させられ，12か月，6か月，

3か月といった代替的な考察期問ごとに，三段階の限界原価を設定する方法

に発展した．ラスマン（LaBmam，G）らの期聞的原価・収益計算（die　pe・

riodenbezogene　Kosten・und　Er1δsrechmng）の影響を受けて，多工程の場

合，前工程の原料の価格の変化や原料の配合割合の変化にも迅速に対応でき

るように限界原価を構成する前工程の費目の構成を明らかにする一次的原価

計算が取り入れられ，限界計画原価計算自体をシミュレーションのモデルと

して利用する方法が検討された．さらに，生産量以外の要因を変数として動

かすために，生産数量に直接依存しないが，他の変数に依存する原価部分を

限界原価の計算に含めず，その変数と原価との関係を別途明示する方法も提

案されている（Kilger，1988，S．109甜．）．このように限界計画原価計算は，

多種多様な理論を自分の理論のなかに取り込む包容力をもっているといえる．

3　プロセス原価計算の展開

　（1）　プロセス原価計算生成の経緯

　プロセス原価計算的なアイデアは，実務からきたものである．ジーメンス

における新システムが，活動別原価計算のアイデアをもっていたことは，キ

ャプランも指摘しているが（Robinson，1990，p．9），そのジーメンスが，1985

年に，「KWSにおけるプロセス志向の原価計算」という本を出版している

（Siemens，1985）．アメリカの活動別原価計算が，ドイツにおいてプロセス

原価計算と呼ぱれるようになった一つの理由は，実務においてドイツですで

に，プロセス志向の原価計算という言葉が使われていたことによると思われ

る．しかし，この本は，それほどドイツで注目をひかなかったようである．

　今のドイツにおいて非常に議論され論争にもなっているプロセス原価計算
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の考え方は，直接的にはアメリカからきた．ドイツにおいて，プロセス原価

計算が今日のように話題となるきっかけをつくったのが，1989年にコントロ

ーリング誌に発表されたホルヴァソトとマイヤーのrプロセス原価計算一原

価の透明性増大と有効な企業戦略への新しい道」と題する論文であった

（Hom色th／Mayer，1989，S．214任．）．ホノレヴ7ヅトとマイヤーは，キャプラ

ン，クーバーらの提唱する活動別原価計算をドイツの環境に合うように修正

して，プロセス原価計算として提唱したのである．

　その後，ドイツにおいては，プロセス原価計算について多くの論文が発表

された．最近注目すべきプロセス原価計算に関する文献としては，rコント

ローリングの道具としてのプロセス原価計算，賛成意見と反対意見」と題し

た論文がある．これは，1991年シュトゥヅトゥガノレト・コントローラー・フ

ォーラムにおけるプロセノレ原価計算派を代表するマイヤーの発表原稿と限界

計画原価計算派を代表するグラーザー（G1aser，H）の発表原稿およびその後

の質疑応答をまとめたものである．

　プロセス原価計算の実務への浸透という点では，ホノレヴァットの貢献が大

きい．ホルヴァヅトは，シュトゥットゥガノレト大学のコントローリング講座

の正教授であるが，自分のコンサノレタント会杜（IFUA－Horv亘th＆Partner

GmbH）を設立し，精力的に，プロセス原価計算の普及に努力している．マ

イヤーは，このコンサノレタント会杜の，主任コンサノレタントでもある．この

コンサルタント会杜は，SAPと協力して，プロセス原価計算のバソコン用ソ

フト1プロセス・マネージャー（PROZESSMANAGER）も作成している．

　（2）　プロセス原価計算の利用目的

　プロセス原価計算の利用目的として一般にドイツにおいて考えられている

のは，大きく分けて2つある．1つは，製造支援領域，販売領域，管理領域に

おける間接費の計画と統制であり，もうひとつは，因果関係に応じた製品原

価を計算し，戦略的な意思決定に役立つ製品原価情報を提供することである．

①間接費の計画と統制

　間接費の計画との関連でいうと，プロセスと発生原価との関係を明らかに
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し，コスト・ドライバーとプロセス（アクティヴィティー）の実行回数との

依存関係を明らかにした上で，その認辞をもとに部門の原価総額を様々な代

替案ごとにシミュレートすることが提案されている（Mayer／Glaser，1991，

S，297）．また，統制としては，部門ごとの許容額と実績の比較および・部門

にまたがる主要プロセス全体の許容額と実績の比較を行う方法があり（Hor・

v乞th／Mayer，1989，S．217f、），またそれとは別に，プロセス単位あたりの原

価を異なる工場の間でまたは期間的に比較する方法がある（Franz，1990，S．

201）．

②戦略的製品原価計算

　プロセス原価計算により，とりわけ，特定の資源にたいする要求度の影響，

複雑性の影響，特定製品の生産量の影響を製品原価に表現できるようになり，

原価の透明性が上昇する．それが，戦略的な意思決定を助けるとされる．た

とえば，使用部品が多く，作業工程も多い複雑な製品で生産量も少ない製品

の場合，生産計画や統制の費用は，明らかに多く発生する．ところが，通常

の配賦計算では，標準製品は，本来より高く原価が計算され，特殊な製品は，

本来の原価の一部しか負担しないために，みかけ上利益があがっているよう

に見える．そのため，特殊な製品の販売を促進することになり，製品数が増

加し，間接費が増加し，利益が減少すると指摘する（Horv童th／Mayer，19891

S．215f．）．このような戦略的な意思決定の失敗を防ぐために一プロセス原価

計算が役立つが，このような戦略的目的のためには，プロセス原価計算は，

「その本質牟らして全部原価計算でなければならない」（Horv身th／Mayer，

1989，S．216）とされるのである．

　そのほかに，プロセス原価計算は，部品の追加，作業工程の追加，新製品

の追加により，追加的にどれほどの調整コストが発生するかを示し，それに

基づき，製品の設計老は，その調整コストの発生を抑えるように動機づけら

れるという指摘がある（Mayer／Glaser，1991，S．298）．

　（3）　プロセス原価計算の手続

　①部門ごとのプロセスの認識
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　　まず，それぞれの部門で行われる活動（丁童tigkeiten）を分析し，構造化す

ることにより，部分プロセス（Tei1prozesse）（これは，アメリカでいうアク

ティヴィティーに相当する）を認識する．このような活動分析のさいに，不

能率なところを発見すれぱ，それを改善する．部分プロセスは，2次元的に

帰属させられる．すなわち，特定の部門と部門にまたがる主要プロセス

（Hauptprozesse）である．部門が異質のサービスを提供しているときには，

1つの部門に複数の部分プロセスが存在する（Horv色th／Mayer，1989，S．

216）．それぞれの部門に属するプロセスのうち，同じコスト・ドライバーに

より，引き起こされる部分プロセスを少数の主要プロセスにまとめあげる過

程がとくに重視されており，この点が限界計画原価計算との大きな違いであ

ると強調されている．部門を突っ切る主要プロセスを認識することにより，

何百の関連変数を少数のコスト・ドライバーにまとめることができる．7つ

から10のコスト・ドライバーが，閻接費の80％を説明できるとしている．

たとえば，製造指図書発行数，製品品種数，部品点数，製品仕様変更数，作

業計画の項目数，発送指図書発行数，得意先数などがコスト・ドライバーと

なる（Mayer／Glaser，1991，S．297）．

②プロセス量を測定する適切な選択

　ある部門のすべてのプロセスが明らかになったならぱ，各プロセスの量が，

その部門の提供するアウトプットたるサービスの量に比例的な関係にあるか

どうかが調査される．サー～スの量と比例的関係にあるプロセスが「アウト

プット量に帰せられるプロセス」（leistungsmengenindutierteProzesse）と

よぱれ，サービスの量に関係なく固定的なプロセス量を示すプロセスが「ア

ウトプヅト量に中立的プロセス」（leistungsmengemeutra1e　Prozesse）と呼

ばれる．たとえぱ，生産計画部門においては，工員の監督とか内部的通信と

かいったプロセスは，部門管理という「アウトプヅト量に中立的プロセス」

にまとめることができ。rアウトプット量に中皿的プロセス」については，と

くに測定尺度は必要ない（Hom舳／Mayer，1989，S．216f．）．rアウトプヅト

量に中1的プロセス」は，「アウトプット量に帰せられるプロセス」の活動を
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支援するプロセスであるといえよう．

　「アウトプット量に帰せられるプロセス」については，プロセスの量を測定

する適切な尺度を見つけなけれぱならない（Horv身th／Mayer，！989，S．217）。

　「アウトプット量に帰せられるプロセス」と「アウトプット量に中立的プロ

セス」の分類は，いわゆる変動費と固定費の分類でないことに注意すべきで

ある．「アウトプヅト量に帰せられるプロセス」といえども，そのプロセスの

原価が，プロセスの量にたいしてかならずしも比例的であるわけではない．

一般的には，むしろ固定費である．

③言十画プロセス量の決定

　ちょうど製造間接費の正常配賦に基準操業度が必要なように，1回のプロ

セス実行あたりのプロセス原価を決定するためには，基準となるプロセス量

が必要となる．それを計画プロセス量（P1anprozeBmengen）という．この

計画プロセス量は，ボトノレ・ネソクとなる部門の最大アウトプット量から逆

算してもとめられるともいうし（Horv乞th／Mayer，1989，S，217），仮定され

た製品の種類と数量の組み合わせを基準に決定されるともいう（Hom童th／

Mayer，1989，S．218）．

④プロセス原価の決定

　計画プロセス量を基準にして，すべての費目ごとに，分析法（いわゆるIE

法に相当する）により工学的にプロセス原価を予定する．ただ，計算のコス

トを考えて，主要な費目，たとえぱ，労務費が支配的な場合には，労務費の

みをプロセスごとに分析的に計画し，他の費目を労務費に比例的に配分して

もよいとしている．また，プロセス原価計算の導入期において，早くプロセ

ス原価計算を始動させたいときには，簡便法として，部門原価の正常的な発

生額を各プロセスに従事する従業員の数に応じて配分することも意味がある

としている．ただし，そのような簡便法により決定されたブロセス原価は，

計画目的や製品原価計算目的には利用できるが，統制目的には向かないとい

う（Horvath／Mayer，1989，S．217）．分析法の利用を推奨しているところに，

限界計画原価計算の影響を見てとれる．

712



　　　　　　　　　　ドイツにおけるプロセス原価計算の展開　　　　　　　　（109）

⑤プロセス原価率の算定

　まず「アウトプット量に帰せられるプロセス」ごとのプロセス原価を相当

する計画プロセス量で割れば，プロセス原価率（ProzeBkostensatz）が算定

される．「アウトプット量に中立的プロセス」のプロセス原価は，各部門ごと

に「アウトプヅト量に帰せられるプロセス」のそれぞれのプロセスの原価の

額に比例的に配賦する．なお，「アウトプヅト量に中立的プロセス」のプロセ

ス原価のみの配賦率（Um1三geSatZ）を，プロセス原価率に加算したものを総

プロセス原価率（GesamtprozeBkostensatz）という．プロセス康価率は，間

接的領域の経済性の監視やプロセス志向の製品原価計算の基礎となる（Hor－

v自th／Mayer，1989，S，217）．

⑥　間接費の管理

　部門ごとに，また主要プロセスごとに，プロセス原価率X実際プロセス量

で計算される許容額と実績を比較する．比較の頻度については，明確に述べ

ていないが，月々ではないといっているので（Mayer／G1aser，1991，S．301），

1年に1回ではないかと推測される．実際プロセス量が，計画プロセス量を

下回ったときには，原価残留現象のために操業度差異がでるが，操業度差異

は，能力を適応させる必要のあるところはどこかを指し示すという（Hor・

v色th／Mayer，1989，S．218）．

⑦　製品原価計算

プロセスの原価は，プロセス原価率を使って，製品に直接に配賦される．「ア

ウトプット量に帰せられるプロセス」のプロセス量は，生産量に依存すると

ともに，製品の種類の数にも依存する．計画プロセス量を前提に，生産量に

依存するプロセス量の割合と製品の種類の数に依存するプロセス量の割合を

見積もる．

　先の購買部門の場合を例にとって，プロセス原価計算において，各製品の

1個あたりのプロセス原価がどのように計算されるかを，ホノレヴァヅト・マ

イヤーの例にしたがい検討してみよう（Horv査th／Mayer，1989，S．218f．）．

今，A，B，Cという3種類の製品がある．Aは8，000個，Bは1，500個，Cは
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500個，全部で1O，O00個生産する予定である．購入部門の部分プロセスは，

購入請求受付，発注，クレーム処理の3つである．それぞれの計画プロセス

量とプロセス原価率，生産量に依存するプロセス量の割合と製品種類数に依

存するプロセス量の割合は以下のとおり．

　　　　　　　プ回セス　　　　　　　購入講求受付　発注　　　クレーム処理

　計画プ回セス量　　　　　　　　　　　　　　1．200　　3．500　　　　　100

　プロセス原価率　　　　　　　　　　　　　DM250　DM20　　DM1，O00
　生産量に依存するプロセス量の割合　　　　　　　30％・　　O％　　　　100％

　製品種類数に依存するプロセス量の割合　　　　　70％　　100％　　　　　O％

　購入請求の受付というプロセスを例にとる．1，200というプロセス量のう

ち，30％すなわち，360は生産量に依存するので，360xDM250＝DMgO，OOO

を総生産量である10，OOOで割れぱ，DM9となる．つぎに，1，200xO．7＝840

が製品の種類数に依存するので，840×DM250＝DM210，OOOを製品種類数

の3で割ると，DM70，000となるが，これを各製品が負担しなけれぱならな

い．すなわち，DM70，OOOを各製品の生産量である，8，OOO，1，500，500で割

ると，それぞれ，DM8，75，DM46．67，DM140となる．製品A，製品B，製

品Cの単位あたり原価は以下のとおり．

　　　　　　　　　　製品A　　　製品B　　　製品C
　購入請求受付　DM9．OO＋DM8．75DM9．OO＋DM46．67DM9．00＋DM140．00
　発注　　　　　　　O，OO＋　　2，92　　　0－00＋　　15－56　　　0．OO＋　　46．67

　クレーム処理　　　10，00＋　　O．O0　　10，OO＋　　O．O0　　10．OO＋　　O－OO

　　　計DM30．67DM81．23DM205．67
　（4）　ドイツにおけるプロセス原価計算とアメリカの活動別原価計算の比

較

　アメリカでは，活動別原価計算は，伝統的な全都原価計算システムおよび

伝統的な直接原価計算システムにたいするはげしい批判と結びついて展開さ

れた．しかし，ドイツにおいては，すでに限界計画原価計算という非常に精

激な原価計算システムが普及しており，本来の製造領域においては，限界計

画原価計算が充分に機能しており，さらに別の原価計算システムを提唱する

意味がないと感じられた．そこで，製造支援的領域，調達領域，管理領域な
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ど，限界計画原価計算の弱い部分を補完する原価計算システムとして，プロ

セス原価計算を提唱したのである．

　さらに，プロセス原価計算は，原価計画と原価統制の手法として展開され

ており，実際原価計算ではなく，計画原価計算として展開されている．その

さい，限界計画原価計算の原価計画の手法が援用されるなど，限界計画計算

の影響が見てとれる．

　（5）　限界計画原価計算とプロセス原価計算の用語の整理

　ここで，限界計画原価計算やプロセス原価計算にでてくる言葉の紛らわし

いものを整理しておきたい．ドイツでは，原価作用因（KosteneinHuB・

grOBe）という言葉がある．これは，原価に影響を与える要因にたいするも

っとも包括的な名称で，原価理論上の概念であるとされる．それにたいし，

関連変数（BezugsgrδBeλという用語があるが，これは，原価作用因を，原

価計算的に表現したものである．特定の部門の原価を計画したり，製品原価

計算目的のために配賦したりするために，特定の原価作用因を関連変数とし

て取り出す．限界計画原価計算においては，関連変数は，原価計画や原価管

理にたいする原価予定変数としての機能と，製品原価計算のための配賦基準

としての機能の2つを果たす．関連変数が，部門のアウトプヅトに直接的に

関連するものであるとき，それを直接的関連変数とよぶ．それにたいして，

部門のアウトプヅトが数量化できなかったり，測定のコストが大きすぎ，測

定できないときには，他の部門の変数などを代理的関運変数として使うほか

ない．その場合，それを間接的関連変数という．さて，プロセス原価計算に

おいては，限界計画原価計算における関違変数のことをプロセス量と呼んで

いる．プロセス原価計算における「アウトプヅト量に帰せられるプロセス」

のプロセ！量は，直接的関連変数に相当する．プロセス量は，プロセスが定

義されるときには，特定の部門のアウトプットたるサービス量に依存すると

されるのであるが，そのようなサービス量を引き起こすさらに根源的要因，

そしてその要因は，通常さまざまな部門の複数の部分プロセス量に影響をあ

たえるが，それをコスト・ドライヴァー（CostDriver：Kostentreiber）とよ
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ぷ．これが，少なくとも，ホノレヴァット・マイヤーのコスト・ドライヴァー

の用法であり，このようなコスト・ドライヴァーの概念は，包括的な概念で

ある原価作用因と比べると，意味がせまく特定の文脈でのみ使用される．

4　プロセス原価計算派と隈界計画原価計算派との論争

　（1）　プロセス原価計算派による限界計画原価計算の批判

　プロセス原価計算派による限界計画原価計算への批判は，もっぱら，研究

関発，調達，ロジスティヅクス，作業準備およびプログラミング，生産計画，

生産管理，保全，品質管理，注文書の処理，販売，会計などの間接領域にお

ける準備的，計画設定的，管理的，監視的，調整的活動の計画と統制に限界

計画原価計算は適していないという点に集中している．これらの頭域では，

変動費の割合は非常に少なく，それゆえ，変動費と固定費に分解して，変動

費だけに注意を集中する限界計画原価計算のやりかたでは，これらの領域の

大都分の原価が，固定的性格のゆえに，その意思決定への有用性が否定され

てしまうという．（Mayer，1990a，S．75）

　しかし，プロセス原価計算派は，本来の製造領域については，限界計画原

価計算でよいと考えている．プロセス原価計算は，間接領域の管理の手段に

すぎず，本来の製造領域では固定費と変動費への分解を行うのは当然である

とマイヤーは述べている（Mayer，1990b，S．275）．そして，プロセス原価計

算派であるホノレヴァットのコンサルタント会杜が開発したプロセス原価計算

のプログラム・モジュールは，限界計画原価計算の漂準ソフトウェアーに結

合されるように作られているという（Reichmam／Froh1ing，1991，S．42）．

すでに触れたように，限界計画原価計算の標準ソフトウェアーは，限界原価

だけでなく，全部原価情報も提供できるのである．

　それゆえ，プロセス原価計算は，けっして限界計画原価計算に取って代わ

ろうとするものではなく，限界計画原価計算の弱い所を補完する計算手段で

あると，プロセス原価計算派自身も考えている．

　（2）限界計画原価計算派によるプロセス原価計算の批判
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　　限界計画原価計算派によるプロセス原価計算の批判は，①プロセス原価計

　算は，けっして新しい原価計算システムではない，②プロセス原価計算は，

　固定費を比例化してしまうので，意思決定に有用な清報を提供｛きない，③

　プロセス原価計算の基本的仮定についての疑問がある，④具体的手続に不明

　な部分がある，という4点に要約できる．

　①プロセス原価計算は，けっして新しい原価計算システムではないとい

　う批半u

　　プロセス原価計算がけっして新しいものではないということで，「新しい

皮袋にはいった古いワイン・ということがよくいわれる．プロセス原価計算

が，間接領域の原価にたいして，因果関係を考慮した原価の跡づけをしてい

るという主張にたいして，限界計画原価計算派のひとたちは，そのような跡

づけは，すでに限界計画原価計算システムのなかで，行われていると主張す

る．プロセス原価計算派が，プロセス原価計算の適用領域と考えている間接

的なサービス領域は，キルガーのいう・その他の1次的原価部門」あるいは，

「2次的原価部門」であり，そこにおいても，プロセス原価計算におけるコス

ト・ドライヴァーに類似した関連変数が使われていることを指摘する．そし

て・基本的に・プロセス原価計算は，限界計画原価計算と同ヒ構造であると

結論する（Franz，1990，S，203－205）．

　それにたいして，プロセス原価計算派は，限界計画原価計算においては部

門ごとに関連変数を定めており，ひとつの部門のなかを複数の部分プロセス

に分割したり，複数の部門に存在する部分プロセスを主要プロセスにまとめ

あげることをしていないと反論している（Mayer／Glaser，1991，S，297）．

　②プロセス原価計算は，固定費を比例化してしまうという批判

　プロセス原価計算における固定費の比例化は，いろいろな段階で生ずる．

まず・プロセスの原価が・プロセス量にたいして変動的なものと固定的なも

のに分解されないことから生ずる比例化がある．次に，都門のアウトプヅト

に依存しないプロセスの原価を「アウトプヅト量に帰せられるプロセス」に

配賦することによる比例化がある．さらに，製品の種類数に比例的なプロセ
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スの原価を当該製品に配賦したあと，それをその製品の生産量で割ってしま

う比例化がある．最後の比例化によって，実は，生産量の少ない製品ほどプ

ロセス原価の配賦額が多くなるという効果がある．

　二こでは，最初の比例化について検討しよう．プロセス原価計算は，原価

の変動性を無視して，固定費を比例化してしまうことにより，短期的な計画

に必要な情報がえられなくなるというのが・限界計画原価計算派の主張であ

る．それにたいして，プロセス原価計算派は，二れから重要になってくる戦

略的意思決定には，全部原価が必要であると反論する．というのは，戦略的

意思決定は長期的なものであり，長期的には，一般に固定費といわれている

ものも固定的ではなくなるからである．

　それにたいして，限界計画原価計算派は，戦略的意思決定に，限界計画原

価計算が有用でないことは認めるが，その点についていえば，プロセス原価

計算もまた有用ではない．戦略的意思決定は，通常投資を伴うので，どうや

っても原価計算は，有用な情報を提供できず，そのためには投資計算が必要

であると反論する（Mayer／G1aser，1991，S・303）・ただし・マイヤーは・間

接領域にふいては，80％が人件費であり，かならずしも投資を伴わないこと

を示唆しており（Mayer，1990b，S－275），ホルヴァヅトは，たしかに新たな

資源の投入には，投資計算が必要であるが，プロセス原価計算の場合には，

すでに存在する資源をどのように使用するかということが問題となっている

のだと反論している（Mayer／G1aser，1991，S．303）．

　固定費を比例化すらかどうかは，限界計面原価計算派とプロセス原価計算

派のもっとも大きな対立点であるといえる、一限界計画原価計算派は，プロセ

　ス原価計算の結果に基づいて戦略的な意思決定をした結果，プロセス量が減

　つても，それだけで，自動的にプロセス原価あ発生額が減少するわけではな

い点を重視する．プロセス原価計算では錯覚を与えやすい．と二ろが，プロ

　セス原価計算派は，プロセス量が減少した場合，それにともなって能力を減

　少させるような合理化計画を実施することを考えている．たとえぱ，毎年，

　実際プロセス量に許容される原価と実際原価を比較して操業度差異を計算す
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るが，それが合理化により削減すべき生産能力や原価を表すという

（Mayer／Claser，1991，S．301）．

　また，製品の種類数に依存するプロセス原価の比例化にかんしては，限界

計画原価計算派は，次のように批判する．プロセス原価計算は，生産量に依

存しないコスト・ドライヴァーに原価管理機能と製品原価計算の配賦基準と

しての機能の2重の機能を果たさせようとしているが，製品原価計算の配賦

基準としての機能は，そもそも生産量に依存しないコスト・ドライヴァーと

いう性格上果たすことはできない．これはプロセス原価計算に内在する矛盾’

である．各製品に直接跡づけられる固定費は，生産単位に比例化せずに，段

階的な固定費の差引計算をする方が望ましく（Mayer／G1aser，ユ991，S．

301），限界計画原価計算のなかで開発されてきた，固定費を削減可能性にし

たがって区分する方法が，固定費を管理する手段として，さらに望ましいと

する（Reichmam／Schwel1nuB／Frδhling，1990，S．60耐．）．しかし，マイヤ

ーは，そのような方法は，製造領域には適するかもしれないが，人件費が80

％をしめる間接領域には適さないと反論する（Mayer，1990b，S．275）．

　ちなみに，いま述べた製品の種類数に依存するプロセス量は，キャプラン

らのいう製晶維持のためのアクティヴィティーということになるが，キャプ

ランは，製品維持のための原価をかならずしも比例化する必要はないとして

いる　（Robinson，1990，p．7）．

　③プロセス原価計算の基本的仮定についての疑問

　プロセス原価計算においては，複雑な製品，すなわち，部品点数の多い製

品およぴ作業工程の多い製品は，より多くのプロセス量を利用すると仮定さ

れているが，この仮定は正しいかという点を問題にする．コンピュータによ

る発注システムやCIMのもとでは，複雑な製品が必ずしも資源を多く利用

するとはいえないのではないかと疑問を投げ掛けている（Mayer／Glaser，

1991，S．300f．）．

④具体的手続に不明な部分があるという批判

　限界計画原価計算派は，次の点が，プロセス原価計算派によって具体的に
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説明されていないと批判している（Mayer／Glaser，1991，S．299f．）．

　i）　プロセス原価計算の第1歩であるプロセス分析の具体的方法

　ii）部分プロセスを主要プロセスにまとめあげる方法

　iii）　計画プロセス量の決定方法

　iV）原価計画の段階で行われるべき最適なプロセスの選択の実際的な方

　　法

　V）　プロセス量の何％が生産量に依存し，何％が製品種類数に依存する

　　かを決定する方法

　このように，プロセス原価計算には，まだ不明確な点が多くあり，‘充分に

成熟していない．そして，まだ固定費の比例化の問題など疑問な点があり，

その潜在的な有効性を認めつつも，このままでは閻接費の管理技法として有

効とはいえないというのが，限界計画原価計算派の現在の意見であると思わ

れる．

　（3）限界計画計算とプロセス原価計算の統合の可能性について

　今までの検討で，プロセス原価計算の概要と，限界計画原価計算派の批判

の概要が明らかになった．限界計画原価計算派によるプロセス原価計算の批

判は，自分たちの行っている限界計画原価計算と本質的に変わらず，しかも

固定費の比例化という欠点を持ち，理論的にも明確な基礎づけを有しないプ

ロセス原価計算は，到底認められないといういくぶん感情的な反応が強い．

しかし，最近では，プロセス原価計算のメリットを積極的に評価しようとす

る動きが，限界計画原価計算派のなかにも見られる．それは，限界計画原価

計算が，やはり，部分プロセスを主要プロセスに集約する思考など，それな

りに有効な手段をもっているからであろう．そこで，限界計画原価計算派と

しては，そのようなプロセス原価計算の思考を限界計画原価計算のなかに取

り入れようとする．たとえば，プラウト・グループのコンサノレタントである

ヴィカス（Vikas，K．）は，限界計画原価計算の中で，過程原価計算（Vor－

gangska1ku1ation）というプロセス原価計算と類似の手法を展開している

（Vikas，1988，S．29－94）．ただし，その場合，固定費の比例化は行わない．
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　限界計画原価計算は，今までに，様々な理論を取り込んできた．したがっ

て，プロセス原価計算も，いずれは，限界計画原価計算のなかに統合されて

いくのではないかと思う．以下のような事情が，さらにその可能性を高いも

のとしている．第一に，ドイツのプロセス原価計算が，戦略的な意思決定の

手段であるとともに，原価計画と統制の手段として機能するように作られて

おり，限界計画原価計算の手法である分析的原価計画や許容額と実績の比較

を要素としてもっているという事情である．第二に，ドイツにおけるプロセ

ス原価計算は，独立した原価計算システムとして一人立ちできず，限界計画

原価計算のような完結した原価計算システムに結合して使用されなけれぱな

らないという事情である．

　そこで，問題になるのは，プロセス原価計算が全部原価計算であるという

点である．プロセス原価計算派の主張にも，限界計画計算派の主張にも傾聴

すべきところがある．固定費の比例化についての意見の対立は，かなり本質

的なもので，この点が，限界計画原価計算とプロセス原価計算を統合する場

合の最大の障害となるであろう．しかし，限界計画原価計算派の側から，プ

ロセス原価計算のなかに，変動費と固定費の分解をとりいれ，部分原価情報

と全部原価情報の二本建で示すことができないかという問題提起がなされて

いる（Reic㎞ann／Frδh1ing，1991，S．44）．現在の限界計画原価計算におい

ても，製品原価は，限界原価と全部原価の両方が示されるようになっている

ことから考えても，そのような妥協は，充分考えられることではないかと思

う．

5　結ぴ

　本稿の検討により，限界計画原価計算の思考とプロセス原価計算の思考の

対立点が明らかになった．限界計画原価計算派の方には，プロセス原価計算

にたいする幾分感構的な批判がある．プロセス原価計算のメリヅトといえる

ものは，せいぜい因果関係を重視した原価の配賦ぐらいであり，その点では，

すでに限界計画原価計算がヨリ厳密に行・ってきたことで，なんら新しいもの
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ではないという批判である．ある理論が新しいか，新しくないかという議論

は，あまり建設的ではないように思われる．限界計画原砧計算とプロセス原

価計算の真の対立点は，固定費を配賦することが，本当に戦略的な意思決定

に役立つのかという点についての見解の相違であろう．この見解の相違を徹

底的に議論することは意味があることであろう．それと同時に，限界計画原

価計算とプロセス原価計算の統合の動きがあることも，建設的な動きとして

評価したい．プロセス原価計算も限界計画原価計算もそれぞれ問題を抱えて

いる．

　プロセス原価計算派は，プロセス原価計算の理論的基礎をしっかり打ち立

てることが必要であろう．とくに，固定費の比例化の必要性についても，限

界計画原価計算派を納得させるようなヨリ理論的な理由づけが必要であろう．

また，現在のところ，プロセス原価計算の適用領域は，あまり広くない．プ

ロセス原価計算派が例示している間接的なサービス領域のごく一部にしか実

際には適用されていない．製造支援領域や調達領域が中心で，研究開発とか，

一般管理領域への展開は，なされていない．将来は，そのような領域にも適

用領域を広げていくことが必要であろう1

　限界計画原価計算派も，プロセス原価計算を理論的に根拠のないナンセン

スな計算と決めつけることなく，プロセス原価計算の主張に耳を傾け，その

よいところを摂取することが必要であろう．従来の限界計画原価計算におい

ては，間接的なサービス領域の管理にかならずしも有効な手段が投入されて

いなかったことは認識しなければならない．プロセス原価計算にどのような

理論的問題があるにしろ，製造活動以外の活動の管理というプ回セス原価計

算の問題意識自体は，非常に重要である．

　ただ，プロセス原価計算は，必ずしも論理的な基礎づけがなされていない．

とくに，限界計画原価計算にみられるような生産・原価理論的な基礎づけが

なされていない．そのような問題にまったく無関心のように見える．そこで，

プロセス原価計算が対象としている領域についての生産・原価理論的な研究

を行うことがぜひとも必要である．
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